
第 135 期 決算公告 
平成 22 年 6 月 25 日              静岡県静岡市清水区富士見町 2 番 1 号 

                       株式会社 清水銀行 
                              取締役頭取 山田訓史 

第 135 期末 貸借対照表(平成 22 年 3 月 31 日現在) 

                             (単位:百万円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

(資産の部)  (負債の部) 

現 金 預 け 金 19,969 預 金 1,255,582

現 金 15,394 当 座 預 金 46,705

預 け 金 4,574 普 通 預 金 405,168

コ ー ル ロ ー ン 80,000 貯 蓄 預 金 24,421

商 品 有 価 証 券 100 通 知 預 金 2,782

商 品 国 債 21 定 期 預 金 714,375

商 品 地 方 債 78 定 期 積 金 20,232

金 銭 の 信 託 2,300 そ の 他 の 預 金 41,895

有 価 証 券 253,928 借 用 金 246

国 債 147,756 借 入 金 246

地 方 債 7,015 外 国 為 替 7

社 債 67,584 売 渡 外 国 為 替 6

株 式 14,310 未 払 外 国 為 替 1

そ の 他 の 証 券 17,261 社 債 8,000

貸 出 金 966,350 新 株 予 約 権 付 社 債 5,999

割 引 手 形 10,496 そ の 他 負 債 4,840

手 形 貸 付 35,112 未 払 法 人 税 等 70

証 書 貸 付 805,990 未 払 費 用 1,794

当 座 貸 越 114,751 前 受 収 益 682

外 国 為 替 513 給 付 補 て ん 備 金 37

外 国 他 店 預 け 325 金 融 派 生 商 品 130

買 入 外 国 為 替 177 リ ー ス 債 務 1,213

取 立 外 国 為 替 9 そ の 他 の 負 債 911

そ の 他 資 産 4,504 賞 与 引 当 金 512

前 払 費 用 11 退 職 給 付 引 当 金 3,006

未 収 収 益 1,123 睡眠預金払戻損失引当金 31

金 融 派 生 商 品 341 支 払 承 諾 4,230

そ の 他 の 資 産 3,027 負 債 の 部 合 計 1,282,457

有 形 固 定 資 産 20,600 (純資産の部)  

建 物 9,854 資 本 金 8,670

土 地 9,230 資 本 剰 余 金 5,267

 リ ー ス 資 産 885 資 本 準 備 金 5,267

建 設 仮 勘 定 190 利 益 剰 余 金 47,635

その他の有形固定資産 439 利 益 準 備 金 8,670

無 形 固 定 資 産 824 そ の 他 利 益 剰 余 金 38,965

ソ フ ト ウ ェ ア 421 別 途 積 立 金 35,132

 リ ー ス 資 産 318 繰 越 利 益 剰 余 金 3,833

そ の他の無形固定資産 83 自 己 株 式 △277

繰 延 税 金 資 産 5,648 株 主 資 本 合 計 61,296

支 払 承 諾 見 返 4,230 その他有価証券評価差額金 1,970

貸 倒 引 当 金 △13,265 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △15

 評価・換算差額等合計 1,954

 純 資 産 の 部 合 計 63,250

資 産 の 部 合 計 1,345,707 負債及び純資産の部合計 1,345,707

 



第 135 期 損益計算書 

 
(平成 21 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日まで) 

                                     (単位:百万円) 

科      目 金      額 

経 常 収 益 24,423

 資 金 運 用 収 益 20,344
  貸 出 金 利 息 18,091
  有 価 証券利息配当金 2,190
  コ ー ル ロ ー ン 利 息 51
  預 け 金 利 息 5
  そ の 他 の 受 入 利 息 5
 役 務 取 引 等 収 益 2,917
  受 入 為 替 手 数 料 1,172
  そ の 他 の 役 務 収 益 1,745
 そ の 他 業 務 収 益 578
  外 国 為 替 売 買 益 38
  商 品 有価証券売買益 1
  国 債 等 債 券 売 却 益 539
 そ の 他 経 常 収 益 582
  株 式 等 売 却 益 300
  金 銭 の 信 託 運 用 益 10
  そ の 他 の 経 常 収 益 272

経 常 費 用 20,999

 資 金 調 達 費 用 2,624
  預 金 利 息 2,543
  譲 渡 性 預 金 利 息 0
  コ ー ル マ ネ ー 利 息 5
  借 用 金 利 息 0
  社 債 利 息 28
  新株予約権付社債利息 5
  金利スワップ支払利息 8
  そ の 他 の 支 払 利 息 31
 役 務 取 引 等 費 用 840
  支 払 為 替 手 数 料 197
  そ の 他 の 役 務 費 用 643
 そ の 他 業 務 費 用 22
  国 債 等 債 券 売 却 損 22
 営 業 経 費 17,109
 そ の 他 経 常 費 用 402
  株 式 等 売 却 損 2
  株 式 等 償 却 137
  そ の 他 の 経 常 費 用 262

経 常 利 益 3,423

特 別 利 益 33

 固 定 資 産 処 分 益 8

 貸倒引当金戻入益 24
 償 却 債 権 取 立 益 0

特 別 損 失 44

 固 定 資 産 処 分 損 41
 減 損 損 失 2

税 引 前 当 期 純 利 益 3,412

法人税、住民税及び事業税 24

法 人 税 等 調 整 額 △50

法 人 税 等 合 計 △25

当 期 純 利 益 3,438

 

 



個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っており

ます。 
 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券

のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動

平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法

による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産

直入法により処理しております。 

 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。     

建 物   5 年～50 年 

その他   3 年～20 年 

 

 （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 

 （３）リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中

のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額につい

ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零

としております。 

 

５．繰延資産の処理方法 

  社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 



７．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債

権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き

当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行

っております。 

 

 （２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

 （３）退職給付引当金 

   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方

法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理 

  （会計方針の変更） 

    当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19 号平成 20 年７月 31 日）を適用しております。 

    なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の

財務諸表に与える影響はありません。 

 

 （４）睡眠預金払戻損失引当金 

   睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え

るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

 
８．リース取引の処理方法 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始

する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

９．ヘッジ会計の方法 

 （１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっており

ます。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象と

なる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の(残存)期間毎にグルーピン

グのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。  

 （２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ



いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為

替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手

段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しており

ます。 

 

10．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

会計方針の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

 当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）を適用

しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、有価証券は45百万円増加、繰延税金資産は17百万円減少、その他

有価証券評価差額金は27百万円増加し、税引前当期純利益は、21百万円増加しております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式総額 133百万円 

 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は5,240百万円、延滞債権額は20,585百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行

令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定

する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は585百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は1,599百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は28,012百

万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、10,673百万円であります。 

 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

 有価証券 12,740百万円

 現金 52百万円

担保資産に対応する債務 

 預金 22,486百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券47,327百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち、保証金は611百万円であります。 



 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、238,797 百万円であります。

このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が 237,882 百

万円あります。 

上記の未実行残高には、総合口座取引の未実行残高 121,499 百万円が含まれております。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 

 

９．有形固定資産の減価償却累計額 15,137百万円 

 

10．有形固定資産の圧縮記帳額 878百万円 

 

11．社債8,000百万円は劣後特約付社債であります。 

 

12．新株予約権付社債5,999百万円は劣後特約付社債であります。 

 

13.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る当行の保証債務の額は2,770百万円であります。 

 

14．１株当たりの純資産額 6,627 円 46 銭 

 

15．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。 

（１）取得原価相当額 

有形固定資産 2,555 百万円

無形固定資産 －百万円

その他 －百万円

合計 2,555 百万円

 

（２）減価償却累計額相当額 

有形固定資産 1,998 百万円

無形固定資産 －百万円

その他 －百万円

合計 1,998 百万円

 

 （３）期末残高相当額 

有形固定資産 556 百万円

無形固定資産 －百万円

その他 －百万円

合計 556 百万円

 

 （４）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 336 百万円

１年超 259 百万円

合計 595 百万円

 



 （５）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 365 百万円

減価償却費相当額 327 百万円

支払利息相当額 32 百万円

 

 （６）減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。 

 

 （７）利息相当額の算定方法 

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

16．関係会社に対する金銭債権総額 7,092 百万円 

 

17．関係会社に対する金銭債務総額 4,559 百万円 

 

18．ストック・オプションの状況は以下のとおりであります。 

 （１）付与対象者の区分及び数   

     取締役 11 名及び使用人 13 名 

 

 （２）ストック・オプション数 

     32,200 株 

（新株予約権の数は 322 個、新株予約権１個当たりの目的となる数は 100 株） 

 

 （３）付与日 

     平成 15 年 10 月１日 

     （定時株主総会の決議日 平成 15 年６月 26 日） 

 

 （４）権利行使期間 

     平成 17 年７月１日から平成 22 年６月 30 日まで 

 

 （５）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

     権利確定後期首   32,200 株 

     権利行使         －株 

     未行使残      32,200 株 

 

19.銀行法施行規則第 19 条の２第 1 項第 3 号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基

準)10.88％



（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

   資金運用取引に係る収益総額            150 百万円 

   役務取引等に係る収益総額              10 百万円 

   その他業務・その他経常取引に係る収益総額      29 百万円 

 

  関係会社との取引による費用 

   資金調達取引に係る費用総額              21 百万円 

   役務取引等に係る費用総額              29 百万円 

   その他業務・その他経常取引に係る費用総額   1,802 百万円 

 

２．継続的な地価の下落等により、以下の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 2

百万円を「減損損失」として特別損失に計上しております。 

 

区分 地域 主な用途 種類 減損損失 

遊休資産 静岡県内 遊休資産 1 か所 土地 2 百万円

合計    2 百万円

   

当行は、減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して

営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行っております。また、

遊休資産については、各々独立した単位として取り扱っております。 

  なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評

価基準」（国土交通省平成 14 年 7 月 3 日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を控除し

て算定しております。 

 

３．１株当たり当期純利益金額 360 円 30 銭 

 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 320 円 80 銭 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」を

含んでおります。 

 

１．売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 2

 

２．満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 － － －

地方債 － － －

社債 － － －

その他 － － －

時価が貸借対照

表計上額を超え

るもの 

小計 － － －

国債 － － －

地方債 － － －

社債 － － －

その他 16,000 13,876 △2,123

時価が貸借対照

表計上額を超え

ないもの 

小計 16,000 13,876 △2,123

合計 16,000 13,876 △2,123



 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成 22 年３月 31 日現在） 

 貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 － － －

関連法人等株式 － － －

合計 － － －

 （注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株

式 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

子会社・子法人等株式 133

関連法人等株式 －

合計 133

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 

 

４．その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 6,169 4,932 1,237

債券 201,994 198,925 3,069

 国債 129,282 127,548 1,733

地方債 5,841 5,738 102

社債 66,871 65,638 1,232

その他 789 653 135

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

小計 208,953 204,511 4,442

株式 7,045 8,179 △1,133

債券 20,361 20,402 △41

 国債 18,474 18,493 △19

 地方債 1,174 1,179 △4

社債 712 729 △16

その他 － － －

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

小計 27,407 28,582 △1,175

合計 236,361 233,093 3,267

 （注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

株式 962

その他 472

合計 1,434

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 （追加情報） 

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格

を時価とみなせない状態にあると判断し、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会実務対応報告第 25 号平成 20 年 10 月 28 日）を踏まえ、当事業年

度末においては、合理的に算定された価額をもって貸借対照表計上額としております。これ

により、市場価格をもって貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は 1,745 百万円

増加、「繰延税金資産」は 692 百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は 1,052 百万円



増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、第３者機関が算定した理論価格を行内で検証

の上、使用しております。当該理論価格は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシ

ュ・フローを同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利

回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

  （自 平成 21 年４月１日  至 平成 22 年３月 31 日） 

 該当ありません。 

 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券 

  （自 平成 21 年４月１日  至 平成 22 年３月 31 日） 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 777 199 2

債券 82,570 506 16

国債 62,352 258 13

地方債 10,273 119 1

社債 9,944 127 2

その他 7,422 133 6

合計 90,770 839 25

 

７．減損処理を行った有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して

おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると判断された銘柄以外のものについては、当該時価

をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処

理」という。）しております。 

 当事業年度における減損処理額は、株式 102 百万円であります。 

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が 30％以上 50％未満下落した銘柄

について、過去の一定期間における時価の推移ならびに当該発行会社の業績等を勘案し、回復する見

込みがあると判断された銘柄以外のものについて減損処理を行っております。 

 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（平成 22 年３月 31 日現在） 

 該当ありません。 

 

２．満期保有目的の金銭の信託（平成 22 年３月 31 日現在） 

該当ありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

貸 借 対 照 表

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

う ち 貸 借 対

照 表 計 上 額

が 取 得 原 価

を 超 え る も

の 

（百万円） 

う ち 貸 借 対

照 表 計 上 額

が 取 得 原 価

を 超 え な い

もの 

（百万円） 

その他の 

金銭の信託 
2,300 2,300 － － －

 

 

 

 

 



 

（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

     

繰延税金資産   

 貸倒引当金損金算入限度超過額 3,693 百万円 

 繰越欠損金 2,480  

 退職給付引当金損金不算入額 2,006  

 有価証券償却損金不算入額 657  

 ソフトウエア等償却超過額 380  

 土地評価損損金不算入額 210  

 賞与引当金損金不算入額 203  

 減価償却償却超過額 191  

 役員退職慰労未払金 99  

 繰延消費税損金算入限度超過額 63  

 その他 255  

繰延税金資産小計 10,241  

評価性引当額 △2,958  

繰延税金資産合計 7,283  

  

繰延税金負債  

 退職給付信託設定差益 △337  

 その他有価証券評価差額金 △1,297  

繰延税金負債合計 △1,634  

繰延税金資産の純額 5,648 百万円 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．子会社及び子法人等 

（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 取引金額 科目
期末
残高

子法人等 
清水信用保証
株式会社 

所有 
直接5％ 
間接90％ 

貸出金の 
被保証（注1）
役員の兼任 

当行の住宅ローン債権等
に対する被保証（注2）

152,027 
(注3) 

－ － 

 
（注）1.当行は、清水信用保証株式会社より、住宅ローン債権等に対する保証を受けております。 

   2.保証条件は、保証対象となっている住宅ローン等の信用リスク等を勘案し、決定しております。 

   3.取引金額は、当事業年度末の被保証残高を記載しております。 

 

２．役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の 
名称又は 
氏名 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

役員近親者 鈴木與平 
被所有 

直接0.11％ 

当行取締役 

鈴木壽美子の配偶者 

本人に対する

貸出 
125 貸出金 124

5,150 貸出金 2,541

役員 鈴木壽美子 
被所有 

直接0.02％ 

当行取締役 

中日本バンリース株式

会社代表取締役社長 

中日本バンリ

ース株式会社

に対する貸出 － 
債務 

保証 
1

（注）取引条件及び取引条件の決定方針は一般取引先と同様であります。 

 
 

 



 
第135期 連結貸借対照表 

 
(平成22年3月31日現在) 

（単位：百万円）   

科    目 金   額 科    目 金   額 

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ） 

現 金 預 け 金 20,822 預 金 1,251,604

コ ー ル ロ ー ン 80,000 借 用 金 6,080

商 品 有 価 証 券 100 外 国 為 替 7

金 銭 の 信 託 2,300 社 債 8,000

有 価 証 券 253,940 新 株 予 約 権 付 社 債 5,999

貸 出 金 960,457 そ の 他 負 債 7,691

外 国 為 替 513 賞 与 引 当 金 560

リース債権及びリース投資資産 8,890 退 職 給 付 引 当 金 3,088

そ の 他 資 産 7,379 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 100

有 形 固 定 資 産 22,633 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 31

  建 物 10,850 支 払 承 諾 4,230

  土 地 9,230 負 債 の 部 合 計 1,287,394

  リ ー ス 資 産 731 ( 純 資 産 の 部 ) 

    建 設 仮 勘 定 190 資 本 金 8,670

    その他の有形固定資産 1,629 資 本 剰 余 金 5,272

無 形 固 定 資 産 976 利 益 剰 余 金 48,236

  ソ フ ト ウ ェ ア 427 自 己 株 式 △277

    リ ー ス 資 産 97 株 主 資 本 合 計 61,903

    その他の無形固定資産 451 その他有価証券評価差額金 1,977

繰 延 税 金 資 産 6,269 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △15

支 払 承 諾 見 返 4,230 評価・換算差額等合計 1,961

貸 倒 引 当 金 △14,680 少 数 株 主 持 分 2,574

 純 資 産 の 部 合 計 66,439

資 産 の 部 合 計 1,353,833 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,353,833



 

第135期 連結損益計算書 
 

(平成21年4月1日から平成22年3月31日まで) 

 

                               (単位：百万円) 

科    目 金    額 

経 常 収 益   29,863 

 資 金 運 用 収 益  20,355   

  貸 出 金 利 息  18,103   

  有 価 証 券 利 息 配 当 金  2,190   

  コ ー ル ロ ー ン 利 息  51   

  預 け 金 利 息  5   

  そ の 他 の 受 入 利 息  5   

 役 務 取 引 等 収 益  8,333   

 そ の 他 業 務 収 益  579   

 そ の 他 経 常 収 益  594   

経 常 費 用   26,231 

 資 金 調 達 費 用  2,696   

預 金 利 息  2,539   

譲 渡 性 預 金 利 息  0   

コ ー ル マ ネ ー 利 息  5   

借 用 金 利 息  90   

社 債 利 息  28   

新 株 予 約 権 付 社 債 利 息  5   

そ の 他 の 支 払 利 息  26   

 役 務 取 引 等 費 用  5,434   

 そ の 他 業 務 費 用  23   

 営 業 経 費  17,521   

 そ の 他 経 常 費 用  556   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  125   

そ の 他 の 経 常 費 用  430   

経 常 利 益   3,631 

特 別 利 益   11 

 固 定 資 産 処 分 益  8   

 償 却 債 権 取 立 益 3   

特 別 損 失   193 

固 定 資 産 処 分 損  45   

減 損 損 失  147   

税金等調整前当期純利益   3,450 

法人税、住民税及び事業税   74 

法 人 税 等 調 整 額   △84 

法 人 税 等 合 計   △10 

少 数 株 主 利 益   11 

当 期 純 利 益   3,449 

    

 

 

 

 

 

 



 

連結財務諸表の作成方針 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２
に基づいております。 
 
（１）連結の範囲に関する事項 

①連結される子会社及び子法人等  ８社 

    会社名  清水ビジネスサービス株式会社 

         清水銀キャリアップ株式会社 

         清水総合メンテナンス株式会社 

         清水総合リース株式会社 

         清水信用保証株式会社 

         清水総合コンピュータサービス株式会社 

         清水カードサービス株式会社 

         株式会社清水地域経済研究センター 

   なお、清水カードサービス株式会社と清水ジェーシービーカード株式会社は、平成 22 年 1

月 1 日付で清水カードサービス株式会社を存続会社として合併しました。 

 

  ②非連結の子会社及び子法人等 

   該当ありません。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

 

②持分法適用の関連法人等 

該当ありません。 

 

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

 

④持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。 

 

（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日  ８社 

 

（４）開示対象特別目的会社に関する事項 

①開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要 

 該当ありません。 

 

②当連結会計年度における開示対象特別目的会社との取引金額等 

 該当ありません。 

 

（５）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用し

ております。 

 

（６）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、重要性が乏しいため、発生時に一括償却しており

ます。 



連結注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

会計処理基準に関する事項 

（１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

  商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っ

ております。 

 
（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その

他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主

として移動平均法により算定)、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動

平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 

（４）減価償却の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法(ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物(建物附属設

備を除く。)については定額法)を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  5 年～50 年 

その他  3 年～20 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主

として定額法により償却しております。 

 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却

しております。 

 

  ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中

のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額につい

ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零

としております。 

 

（５）繰延資産の処理方法 

  社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

 

（６）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」(日

本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号)に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出し

た貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める

額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って



おります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案

して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

 

（７）賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

 

（８）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方

法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理 

 （会計方針の変更） 

   当連結会計年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準

第 19 号平成 20 年７月 31 日）を適用しております。 

   なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計年度

の連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

（９）役員退職慰労引当金の計上基準 

連結子会社８社については、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労

金の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当

金として計上しております。 

 

（10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

 

（11）外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

（12）リース取引の処理方法 

当行の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前

に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

 

（13）リース取引の収益・費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準 

   リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

（14）重要なヘッジ会計の方法 

（イ）金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。) に規定する繰延ヘッジによっ

ております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ

対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグ

ルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしており

ます。 



 

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行

業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第 25 号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方

法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引

及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘ

ッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価し

ております。 

 

（15）消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税（以下、消費税等とい

う。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費

税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

  当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成 20 年３月 10

日）および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号平成 20

年３月 10 日）を適用しております。 

  これにより、従来の方法に比べ、有価証券は 45 百万円増加、繰延税金資産は 17 百万円減少、そ

の他有価証券評価差額金は 27 百万円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、21 百万円

増加しております。 

 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は 5,461 百万円、延滞債権額は 20,798 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行

令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規

定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 585 百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 1,602 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 28,448 百

万円であります。 

なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

５．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、10,673 百万円であります。 

 

６．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券            12,740 百万円 

リース債権及びリース投資資産   7,394 百万円 

現金                52 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金              22,486 百万円 

借用金              5,834 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券 47,327 百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は 611 百万円であります。 

 

７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、245,749 百万円であります。

このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が 244,834 百

万円あります。 

上記の未実行残高には、総合口座取引の未実行残高 121,499 百万円が含まれております。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与

えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい

て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内



（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

 

８．有形固定資産の減価償却累計額 15,481 百万円 

 

９ ．有形固定資産の圧縮記帳額 878 百万円 
10．社債 8,000 百万円は劣後特約付社債であります。 

 

11

 
．新株予約権付社債 5,999 百万円は劣後特約付社債であります。 

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対

する保証債務の額は 2,770 百万円であります。 

 

13．１株当たりの純資産額 6,691 円 82 銭 

 

14．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 

 

15．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

  

退職給付債務 △7,055 百万円

年金資産（時価） 2,972

未積立退職給付債務 △4,082

未認識数理計算上の差異 993

連結貸借対照表計上額の純額 △3,088

退職給付引当金 △3,088

 

16．ストック・オプションの状況は以下のとおりであります。 
（１）付与対象者の区分及び数 

取締役11名及び使用人13名 

 

（２）ストック・オプション数 

32,200株 

（新株予約権の数は322個、新株予約権１個当たりの目的となる数は100株） 

 

（３）付与日 

平成 15 年 10 月１日 

（定時株主総会の決議日 平成15年６月26日） 

 

（４）権利行使期間 

平成17年７月１日から平成22年６月30日まで 

 

（５）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    権利確定後期首  32,200株 

    権利行使       －株 

    未行使残     32,200株 

 

17．銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）11.22％ 



（連結損益計算書関係） 

１ ．「その他経常収益」には、株式等売却益 300 百万円を含んでおります。 
２．「その他の経常費用」には、株式等償却 137 百万円を含んでおります。 

 

３．使用方法の変更及び継続的な地価の下落等により、以下の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額 147 百万円を「減損損失」として特別損失に計上しております。 

 

区分 地域 主な用途 種類 減損損失 

遊休資産 静岡県内 遊休資産２か所 土地 147 百万円

合計    147 百万円

当行及び連結される子会社及び子法人等は、減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小区分で

ある営業店単位（ただし、連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）でグル

ーピングを行っております。また、遊休資産については、各々独立した単位として取り扱っており

ます。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価

額は、主として「不動産鑑定評価基準」（国土交通省平成 14 年７月３日改正）に準拠して評価した

額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

４．１株当たり当期純利益金額 361 円 42 銭 

 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 321 円 80 銭 

 

 



（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

   当行グループは、銀行業務を中心にリース業務などの金融サービスに係る業務を行っておりま

す。当行では、金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動リスクを回避

するため、資産・負債の総合的管理（ＡＬＭ）をしており、その一環として、デリバティブ取引

を行っております。 

   また、当行の一部の連結子会社には、信用保証業務やクレジットカード業務を行っている子会

社があります。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

   当行グループが保有する金融資産は、主に貸出金及び有価証券であり、金融負債では、主に預

金、借入金及び社債となっております。また、リース業務を行う連結子会社において、リース資

産を保有しております。 

   貸出金は、主として国内の取引先に対するものであり、顧客の債務不履行によってもたらされ

る信用リスクに晒されております。貸出金は、経済環境等の状況変化により、契約条件に従った

債務履行がなされない可能性があります。 

   有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、売買目的、満期保有目的等、資金運用目的で

保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利変動リスク、価格変動リス

クに晒されております。 

   預金、借入金及び社債は、一定の環境の下で当行及び当行グループが市場で調達できない場合、

支払期日にその支払を実行できなくなるなど、流動性リスクに晒されております。 

   当行の保有する金融商品は、資産・負債ともに変動金利または期間１年以内の短期間のもので

の資金運用及び資金調達が中心となっております。固定金利による資金運用及び資金調達につい

ては、金利変動リスクに晒されていることから、円金利スワップ取引を行うことによって当該リ

スクを回避しております。 

   外貨建債権債務については、為替変動リスクに晒されており、為替スワップ取引を行うことに

より当該リスクを回避しております。 

   ＡＬＭの一環として、デリバティブ取引（円金利スワップ取引）を行っております。当行では、

これらをヘッジ手段として、ヘッジ対象である預金・貸出金に係る金利変動リスクに対してヘッ

ジ会計を適用しております。 

   ヘッジ有効性評価の方法に関しては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる

預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピング

のうえ特定し評価しております。 

   キャッシュ・フローを固定するヘッジについて、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相

関関係の検証により有効性の評価をしております。 

   一部の連結子会社では、貸出金や株式による資金運用及び借入金による資金調達を行っており

ます。当該金融商品は金利変動リスク、流動性リスク、価格変動リスク及び信用リスク等に晒さ

れております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

   当行グループでは、主たる金融商品の有するリスクを適切に管理するため、リスク管理の基本

規程として「リスク管理規程」を制定しております。これに基づき、各リスクカテゴリーにリス

ク所管部門を設置するとともに、具体的な管理の方法等を定めた、リスク管理規則及びリスク管

理手続等を制定しております。また、当行が抱えるリスクを一元的に管理するため、総合統括部

にリスク統括室を設置しております。 

 

  ①信用リスクの管理 

   当行グループは、「リスク管理規程」に基づき、審査部をリスク所管部門としております。 

   信用リスクに関する各種の情報については、速やかに取締役会等に報告がなされ、的確かつ迅

速な与信判断を行うことができる態勢としております。 

   また、貸出先の信用リスクを統一的な尺度で測るため信用格付制度を導入し、リスク量の計測

や適切なポートフォリオ管理に努め、リスクの分散と安定した収益確保に努めております。 



 

②市場リスクの管理 

  （ⅰ）金利リスクの管理 

     当行では、金利リスクは市場リスクの一つと位置付けて管理しております。市場リスク管

理については、取締役会にて承認された「リスク管理規程」において、総合統括部リスク統

括室をリスク所管部門としております。債券等の時価評価及び金利リスクに関する情報は日

次管理しており、総合統括部担当取締役、市場営業部担当取締役に報告されております。 

     預金、貸出金及びオフバランス取引等の金利リスクについては、月次管理しております。 

     これら金利リスクの状況は、ＡＬＭ体制の枠組みの中で、月次で経営会議及びＡＬＭ収益

管理委員会に報告されております。 

     連結子会社の金利リスクについては、資産・負債の構成が、銀行単体に比して少額である

ことから、リスク計測をしておりません。 

  （ⅱ）為替リスクの管理 

     当行では、為替の変動リスクに関して、外貨建債権債務ごとに管理しており、為替スワッ

プを利用し、リスク回避を行っております。 

  （ⅲ）価格変動リスクの管理 

     当行では、出資等または株式等エクスポージャーは、市場リスクの一つとして位置付け、

管理しております。 

     株式等の時価評価及び価格変動リスクに関する情報は日次管理しており、総合統括部担当

取締役、市場営業部担当取締役に報告されております。 

     出資等または株式等エクスポージャーの価格変動リスクについては、他の市場リスクのリ

スクファクターとともに、経営会議やＡＬＭ収益管理委員会に報告されております。 

     連結子会社の保有する出資等または株式等エクスポージャーは、非上場株式が中心であり、

価格変動の影響が軽微であることから、リスク計測を行っておりません。 

  （ⅳ）デリバティブ取引 

     当行では、デリバティブ取引に関して、当行の金利変動等のリスクヘッジを目的としてデ

リバティブ取引に取り組んでおり、仕組みが複雑で投機的な取引は行わない方針であります。

デリバティブ取引の状況については、月次で管理しており、ＡＬＭ体制の枠組みの中で、経

営会議、ＡＬＭ収益管理委員会に報告されております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 



２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成 22 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりま

せん（（注２）参照）。 

                                （単位：百万円） 

 連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

(１)現金預け金 20,822 20,822 ―

(２)コールローン 80,000 80,000 ―

(３)有価証券 252,468 250,345 △2,123

 満期保有目的の債券 16,000 13,876 △2,123

 その他有価証券 236,468 236,468 ―

(４)貸出金 960,457  

 貸倒引当金（＊１） △14,078  

 946,378 952,934 6,556

資産計 1,299,669 1,304,102 4,433

(１)預金 1,251,604 1,252,404 799

(２)社債 8,000 7,968 △31

(３)新株予約権付社債 5,999 5,693 △305

負債計 1,265,603 1,266,066 462

デリバティブ取引（＊２） 211 211 ―

 ヘッジ会計が適用されていないもの 18 18 ―

 ヘッジ会計が適用されているもの 193 193 ―

デリバティブ取引計 211 211 ―

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

 資 産 

（１）現金預け金 

   現金預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。 

 

（２）コールローン 

   コールローンについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。 

 

 （３）有価証券 

   株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。投資信託は、公表されている基準価格によっております。 

   自行保証付私募債は、貸出金に準じた方法で時価を算定しております。 

   変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時

価とみなせない状態にあると判断し、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会実務対応報告第 25 号平成 20 年 10 月 28 日）を踏まえ、当連結会計年度末におい

ては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額としております。これにより、市

場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は 1,745 百万円増加、「繰

延税金資産」は 692 百万円減少、｢その他有価証券評価差額金」は 1,052 百万円増加しております。 

   変動利付国債の合理的に算定された価額は、第３者機関が算定した理論価格を行内で検証の上、

使用しております。当該理論価格は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ・フローを同

利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りの

ボラティリティが主な価格決定変数であります。 

   なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載して

おります。 



 

 （４）貸出金 

   貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態

が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ご

とに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額を時価としております。 

   また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・

フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた

め、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

しており、当該価額を時価としております。 

   貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなど、返済期限を設けていないものについ

ては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額

を時価としております。 

 

負 債 

（１）預金 

   要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして

おります。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを

割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する

利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

 

（２）社債 

   当行の発行する社債の時価は、市場価格（第３者機関が公表する債券標準価格）によっており

ます。 

 

（３）新株予約権付社債 

   当行の発行する社債の時価は、市場価格によっております。 

 



デリバティブ取引 

  デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）、通貨関連取引（先物為替予約）であり、

割引現在価値により算出した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時

価情報の「資産（３）その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式（＊１）（＊２） 999

②組合出資金（＊３） 471

③その他 0

合計 1,472

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について 34 百万円減損処理を行っております。 

（＊３）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められ

るもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 
（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 

１年以内 
１年超 

３年以内

３年超 

５年以内

５年超 

７年以内

７年超 

10 年以

内 

10 年超 

預け金 5,427 ― ― ― ― ―

コールローン 80,000 ― ― ― ― ―

有価証券 8,177 45,888 130,384 13,520 26,385 14,000

 満期保有目的の債券 2,000 ― ― ― ― 14,000

 その他有価証券の 

うち満期があるもの
6,177 45,888 130,384 13,520 26,385 ―

貸出金（＊） 128,954 87,164 96,198 55,051 112,500 343,153

合計 222,559 133,053 226,583 68,571 138,885 357,153

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない

26,259 百万円、期間の定めのないもの 111,174 百万円は含めておりません。 

 

（注４）預金、社債及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 
（単位：百万円） 

 

１年以内 
１年超 

３年以内

３年超 

５年以内

５年超 

７年以内

７年超 

10 年以

内 

10 年超 

預金（＊） 1,140,572 97,746 13,284 1 ― ―

社債 ― ― ― ― 8,000 ―

新株予約権付社債 ― ― 5,999 ― ― ―

合計 1,140,572 97,746 19,283 1 8,000 ―

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（有価証券関係） 

 連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

 

１．売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 当連結会計年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 2

 

２．満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

種類 

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 

小計 ― ― ―

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 16,000 13,876 △2,123

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

小計 16,000 13,876 △2,123

合計 16,000 13,876 △2,123

 

３．その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

種類 

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 6,272 4,957 1,315

債券 201,994 198,925 3,069

 国債 129,282 127,548 1,733

地方債 5,841 5,738 102

社債 66,871 65,638 1,232

その他 789 653 135

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

小計 209,056 204,536 4,519

株式 7,050 8,184 △1,134

債券 20,361 20,402 △41

 国債 18,474 18,493 △19

 地方債 1,174 1,179 △4

社債 712 729 △16

その他 ― ― ―

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

小計 27,412 28,587 △1,175

合計 236,468 233,124 3,344

（注）非上場株式等（貸借対照表計上額 1,472 百万円）については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 



４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

 該当ありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 777 199 2

債券 82,570 506 16

国債 62,352 258 13

地方債 10,273 119 1

社債 9,944 127 2

その他 7,422 133 6

合計 90,770 839 25

 

６．減損処理を行った有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下

落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると判断された銘柄以外のものについて

は、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失

として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

 当連結会計年度における減損処理額は、株式102百万円であります。 

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が 30％以上 50％未満下落した銘柄

について、過去の一定期間における時価の推移ならびに当該発行会社の業績等を勘案し、回復する見

込みがあると判断された銘柄以外のものについて減損処理を行っております。 

 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（平成 22 年３月 31 日現在） 

 該当ありません。 

 

２．満期保有目的の金銭の信託（平成 22 年３月 31 日現在） 

 該当ありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

連結貸借対照

表計上額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

うち連結貸借

対照表計上額

が取得原価を

超えるもの 

(百万円) 

うち連結貸借

対照表計上額

が取得原価を

超えないもの

(百万円) 

その他の 

金銭の信託 
2,300 2,300 － － －

 


